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1 基本事項 

1.1 本調査の位置付け 

延岡市（以下「本市」という。）では、今後の公共下水道事業及び農業・漁業集落排水事業、

市設置型浄化槽事業運営を適正に実施していくため、官民連携手法を活用した事業をどのよう

に進めていくか検討しています。 

このマーケットサウンディング調査は、下記のとおりウォーターPPP（管理・更新一体マネジ

メント）等の官民連携手法を実施するために必要な要件と整合する事業スキームや、官民連携

事業に関する要望等を把握するために、専門的知見を有する民間事業者へ聞き取りを実施し、

今後の事業推進に向けた参考とするものです。 

なお、本書に示す内容は、暫定的な情報であり、今後変更する可能性があることをご承知お

きください。 

 

ア 長期契約 

  本事業の委託期間は令和 10 年 4 月 1 日～令和 20 年 3 月 31 日（仮）の 10 年間とします。 

  なお、契約締結事業者とは別途、令和 10 年 3 月 31 日までの一定期間の引継ぎ期間を設け

る予定としています。 

 

イ 性能発注 

  本事業は、民間事業者による創意工夫やノウハウ等を最大限に活用するため、性能発注を

原則とすることを想定しています。 

 

ウ 維持管理と更新の一体マネジメント 

  本事業は、同一の対象施設に対し、維持管理と更新に関する業務範囲が設定されることで、

より効率的に事業が運営できると考え、対象施設ごとに「更新実施型」又は「更新支援型」

を設定しています。また、維持管理を行う民間事業者の視点から、より効率的な更新計画案

の作成を求めることを想定しています。 

 

エ プロフィットシェア 

  本事業では、民間事業者による新技術の導入や維持管理の工夫により生み出されたコスト

縮減分（プロフィット）を官民で分配する仕組みを導入します。ライフサイクルコストの縮

減効果に基づく官民の分配割合は 1:1 を基本（仮設定であり今後の検討により変化する可能

性があります。）として、市と優先交渉事業者とで別途協議の上シェアすることとし、その

旨を基本契約書に明記する予定です。 

  なお、プロフィットシェアの仕組みとしては、契約後 VE 方式を想定しています。 
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1.2 期待する効果 

民間事業者のノウハウ及び技術力を活用したウォーターPPP（レベル 3.5）の採用を前提に、

公共下水道事業及び農業・漁業集落排水事業、市設置型浄化槽事業における維持管理や更新工

事等を広範囲にわたり民間事業者に委ねることで、次のような効果が得られると期待していま

す。 

 

 

1.3 想定スケジュール（案） 

現在検討中のウォーターPPP 等官民連携事業は事業発案段階であり、本サウンディング調査

などの結果を踏まえて、今後、事業化に向けた検討を進めていく方針です。具体的なスケジュー

ルは未定ですが、現状で考えられるスケジュールの大要は以下のとおりです。 

【想定スケジュール（案）】 

・令和 7 年度 ：導入可能性調査、事業化に向けた局内調整 

・令和 8 年度 ：発注に向けた調整・判断・基本設計、発注準備等 

・令和 9 年度 ：入札公募、事業者選定、引継ぎ 

・令和 10 年度 ：ウォーターPPP の導入 

 

1.4 対象事業及び対象施設（案） 

 現在検討中のウォーターPPP 等官民連携事業の対象事業及び対象施設は下記のように想定し

ていますが、検討を進めていく中で変更する場合があります。想定業務範囲及び性能規定は本

条件書の 2 章、各事業の概要は 3 章を参照ください。 

 

・公共下水道施設一式（終末処理場、汚水ポンプ場、雨水ポンプ場、管路施設、マンホールポ

ンプ） 

・集落排水施設一式（処理施設、マンホールポンプ、管路施設） 

・市設置型浄化槽 

・統括管理業務 
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予定価格 

 現在、本事業の予定価格は未定のため、公共下水道事業及び農業・漁業集落排水事業、市設

置型浄化槽事業の事業規模は、それぞれにおいて 4.3 延岡市決算書（一部抜粋）を参照してくだ

さい。なお、予定価格は、過年度の支出額を参考としつつ、新規業務分は標準歩掛に基づく積

算又は見積若しくは類似団体の実績値などを基に検討する予定としています。 
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2 想定業務範囲及び性能規定（案） 

2.1 想定業務範囲の概要 

本市が想定するウォーターPPP 事業は、対象施設を効率的かつ効果的に管理するために、長

期契約（想定事業期間 10 年程度）を結ぶことを前提として、複数施設の業務をパッケージ化す

ることを想定しています。 

ただし、導入する事業の可能性を広げるため、現段階では、対象施設や業務範囲などについ

て細かく絞らず、対象業務範囲（案）を大きく設定した上で、公共下水道事業及び農業・漁業

集落排水事業、市設置型浄化槽事業に関する各業務に精通した専門企業にアンケート調査を実

施します。 

また、本市の想定業務範囲に対し、特に参画意欲が高い企業は、対面形式のヒアリングを実

施することも考えています。（検討内容によりヒアリングを実施しない場合がございますが、

ご了承ください。） 

 

2.2 業務範囲の定義 

本事業の想定業務範囲について、対象事業毎の業務範囲の想定は以下のとおりです。なお、

業務範囲及び内容は想定であり、詳細な内容はサウンディング調査の結果を踏まえて、検討し

た後に決定します。 

 以下に各業務名に対する用語の定義を記載します。 

表 2-1 各業務名に対する用語の定義 
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業務名 ⽤語の定義

営業業務
下⽔道事業及び集落排⽔事業における窓⼝業務、検針業務、料⾦徴収業務、滞納整
理、各種システム管理

ユーティリティ等調達 電気、ガス、各種燃料、薬品、部品、備品等業務上必要な物品調達

廃棄物処分 汚泥、沈渣し渣、⼀般廃棄物等業務上排出される廃棄物の処分
台帳システム管理 受託者による台帳システムの新規構築及び管理
台帳データ管理 市が保有する台帳システムへの⼊⼒作業及び⼊⼒補助業務

運転管理 常駐施設における運転操作業務（遠⽅監視施設は計上しない）
⽔質・汚泥試験 管理上必要（⽔質管理、法定検査等）な⽔質及び汚泥の検査業務

保守点検 巡回、⽇常点検、定期点検、法定点検等業務上発⽣する点検業務
清掃業務 清掃業務（清掃業務に伴う廃棄物の処分を含む）
安全管理 作業環境管理、保護具管理、安全訓練、作業⼿順管理等作業上必要な安全管理業務
修繕業務 計画修繕、突発修繕、緊急修繕等業務上発⽣する修繕業務

苦情要望対応 管路施設に起因する道路陥没、臭気等の苦情要望受付及び対応

緊急対応
施設・設備の突発故障対応、災害時初期対応等業務上発⽣する緊急対応（緊急調査
を含む）

調査業務 更新計画策定に伴う調査業務

更新計画案作成
対象区域内の更新計画案作成業務（管理者の確認を経てそのままストックマネジメ
ント計画になりうる内容のもの）

詳細設計 基本設計を基にした詳細な設計業務
更新⼯事（改築⼯事） 施設の能⼒変化、建て替えを伴う⼤規模な⼯事を除く

CM業務（発注⽀援）
⼯事における業務を管理者側に⽴って技術的な中⽴性を保ちながらマネジメントを
⾏う業務
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2.2.1 公共下水道事業（案） 

公共下水道事業の対象施設毎の想定業務範囲を以下に示します。公共下水道事業においては、

「更新支援型」を想定しています。 

なお、業務範囲や更新の類型（更新実施型・更新支援型）は今後の検討により変更する場合

があります。 

 

表 2-2 公共下水道事業の想定業務範囲 

 

※ 雨水ポンプ場の運転管理はリスク分担の観点から降雨状況によって仕様発注・性能発注が

変更される可能性があります。 

※ 図中の黄色着色部分は、更新の類型の変更により、変化する可能性があります。 

 

  

汚⽔管路施設 ⾬⽔管路施設 処理場 汚⽔ポンプ場 MP ⾬⽔ポンプ場
営業業務 ×
ユーティリティ等調達 ○ ○ ○ ○
廃棄物処分 ○ ○ ○
台帳システム管理 △ △ △ △ △ △
台帳データ管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○
運転管理 ○ ○
⽔質・汚泥試験 ○
保守点検 ○ ○ ○ ○ ○ ○
清掃業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○
安全管理 ○ ○ ○ ○ ○ ○
修繕業務 ○ ○ ○ ○ ○ ○
苦情要望対応 ○ ○ ○
緊急対応 ○ ○ ○ ○ ○ ○
調査業務（更新計画策定⽤調査） ○ ○ ○ ○ ○ ○
更新計画案作成 ○ ○ ○ ○ ○ ○
詳細設計 × × × × × ×
更新⼯事（改築⼯事） × × × × × ×
CM業務（発注⽀援） ○ ○ ○ ○ ○ ○

管路 施設
業務内容
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2.2.2 農業・漁業集落排水事業及び市設置型浄化槽事業（案） 

農業・漁業集落排水事業及び市設置型浄化槽事業の対象施設毎の想定業務範囲を以下に示し

ます。農業・漁業集落排水事業及び市設置型浄化槽事業の双方において、「更新支援型」を想

定しています。 

なお、業務範囲や更新の類型（更新実施型・更新支援型）は今後の検討により変更する場合

があります。 

 

表 2-3 農業・漁業集落排水事業及び市設置型浄化槽事業の想定業務範囲 

 

※ 図中の黄色着色部分は、更新の類型の変更により、変化する可能性があります。 

 

  

管路
管路施設 処理場 MP

営業業務 × ×
ユーティリティ等調達 ○ ○ ○
廃棄物処分 ○ ○
台帳システム管理 △ △ △ △
台帳データ管理 ○ ○ ○ ○
運転管理
⽔質・汚泥試験 ○ ○
保守点検 ○ ○ ○ ○
清掃業務 ○ ○ ○ ○
安全管理 ○ ○ ○ ○
修繕業務 ○ ○ ○ ○
苦情要望対応 ○ ○ ○
緊急対応 ○ ○ ○ ○
調査業務（更新計画策定⽤調査） ○ ○ ○ ○
更新計画案作成 ○ ○ ○ △
詳細設計 × × × ×
更新⼯事（改築⼯事） × × × ×
CM業務（発注⽀援） ○ ○ ○ ○

業務内容
施設

浄化槽
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2.2.3 統括管理業務（案） 

 統括管理業務は、公共下水道事業及び農業・漁業集落排水事業を一体的に管理する業務とし、

主な業務は以下のように想定しています。 

 なお、統括管理業務の範囲等は今後の検討により変更する場合があります。 

 

ア 統括管理業務 

  (ｱ)統括マネジメント工 

  (ｲ)データ管理支援工 

  (ｳ)セルフモニタリング工 

 

イ 計画案策定業務 

  (ｱ)公共下水道事業ストックマネジメント計画案策定工 

  (ｲ)農業・漁業集落排水事業ストックマネジメント計画案策定工 

 

ウ 災害対応業務  ※災害時維持修繕協定の締結を想定しています。 

  (ｱ)公共下水道事業 

  (ｲ)農業・漁業集落排水事業 

  (ｳ)市設置型浄化槽事業 
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3 要求水準（案） 

本事業における主な要求水準（案）を以下に示します。なお、本項目は今後の検討により変

更する場合があります。 

 

3.1 事業全体に係る項目 

3.1.1 実施体制 

本事業は、公共下水道事業及び農業・漁業集落排水事業を一体的に管理する広範囲にわたる

委託であるため、受託者は自ら実施する業務と再委託する業務について、それぞれ業務履行に

必要な有資格者及び業務責任者を配置し、事業を運営できる体制を確立することとします。ま

た、公共下水道事業の処理場に関しては、日中、夜間問わず委託期間を通して常駐することを

想定しています。 

現在想定している実施体制を以下に示します。なお、実施体制は今後の検討により変更する

場合があります。 

 

ア 統括管理責任者 

  以下に示す資格を有し、業務の全般を管理・指揮できる責任者を配置すること。 

  （資格例：一級土木施工管理技士、技術士 等） 

イ 業務責任者 

  各業務に対し、必要な知識を有する責任者を配置すること。 

ウ 各業務に必要な人員 

  事業規模等を勘案し、適切な業務履行に必要な人員を提案、配置すること。 

 

3.1.2 業務の再委託 

受託者は、業務の一部を再委託することができることとします。再委託にあたっては、以下

に示す事項に留意する必要があります。 

 

ア 運転管理業務等の常駐が必要な作業などの基幹業務は、原則として再委託を禁止する。 

イ 非基幹業務を再委託するときは、事業者選定時の提案に基づくものとし、管理者の承諾を必要

とする。 

ウ 業務を再委託しようとする際は、迅速かつきめ細かなサービスの提供を図るため、積極的に地

元企業へ発注すること。 
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3.2 公共下水道事業・農業・漁業集落排水事業に関する業務 

3.2.1 ユーティリティ等調達業務 

(1) 目的 

ユーティリティ等調達業務は、運転に必要な光熱水費、薬品、燃料及び保全管理に必要な資機材

等（以下「ユーティリティ等」という。）について、安定的で品質を確保できる調達方法及び管理体制

を確保し、適切に調達・管理することを目的とする。 

(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示すユーティリティ等を調達・管理すること。 

ア 電力 

イ 上水、工業用水 

ウ ガス 

エ 通信 

オ 薬品 

カ 燃料 

キ 油脂 

ク 貸与品 

ケ 安全対策器具類等 

コ 電気用具類及び測定器具類 

サ その他必要な消耗品、部品、付属品、機械器具、計測機器及び予備品等 

(3) 要求水準 

調達管理業務を実施する上で必要となるユーティリティ等を調達し、要求水準に基づき適切に

調達を行うこと。電力に関しては地元企業或いは再生可能エネルギー由来電力などの活用に配慮

すること。また、調達にあたっては、適切な品質及び規格のものとし、設備及び機器等を劣化させ

ないこと。 

なお、ユーティリティ等の実績及び調達予定数量、管理水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.2 廃棄物処分業務 

(1) 目的 

廃棄物処分業務は、本業務で発生するごみ及びし渣について、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律等に基づき、適正に運搬及び処分を行うことを目的とする。 

(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア ごみ及びし渣等一般廃棄物の運搬及び処分 

イ 産業廃棄物の搬出作業、量確認のための立会い 

ウ マニフェストの整理及び管理 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 
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3.2.3 台帳システム管理業務 

(1) 目的 

台帳システム管理業務は、対象施設に関する情報の適切な管理及び、汚水処理事業の効率的か

つ経済的な事業実施のために、台帳システムの管理または更新を行うことを目的とする。 

(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 市が所有する台帳システムの管理・メンテナンス 

イ 台帳システムの構築（更新の場合） 

ウ OA 計画の作成（更新の場合） 

エ 操作研修（更新の場合） 

(3) 要求水準 

台帳システムの更新を実施する場合は、システム方式や機能等の仕様を別途市と協議した上で

設定する。 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.4 台帳データ管理業務 

(1) 目的 

台帳データ管理業務は、本業務において得られた対象施設の維持管理情報及び改築結果等の

改築情報について、市が所有する下水道台帳システムに入力、またはその補助を行うことを目的と

する。 

(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す情報の管理・入力を行うこと。 

ア 対象施設の新設・撤去に関する情報 

イ 対象施設の巡視・点検・調査結果 

ウ 対象施設の修繕・改築に関する情報 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.5 運転管理業務 

(1) 目的 

運転管理業務は、本業務の対象施設に対し、それぞれ次の各号に示すとおり処理場等の運転を

行うことを目的とする。 

ア 水処理施設は、放流水質に係る法定基準を性能規定とし、水処理を良好な状態に保つた

め、処理場水処理施設の各設備及び機器を運転、操作、監視する。 

イ 汚泥処理施設は、適切な汚泥処理を行うとともに、管理不良によって放流水の水質を悪化

させることのないよう、汚泥処理施設の各設備及び機器を運転、操作、監視する。 

ウ ポンプ場施設は、汚水及び雨水を滞りなく排除するため、ポンプ場の各設備及び機器を運

転、操作、監視する。 
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(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 監視室における監視、操作、記録等の作業 

イ 現場操作盤における操作等の作業 

ウ 管理日報の作成、電気室等における計器類の指示値の記録等の作業 

エ 監視室内の整理、清掃等の作業 

オ 夜間の巡視点検（監視カメラを用いた監視を含む。） 

カ 中継ポンプ場の雨水対策作業 

キ 雨天時における中継ポンプ場の巡視点検 

ク 故障等の警報発生時の対応 

(3) 要求水準 

当該業務の実施にあたっては、委託者がこれまでに蓄積してきた知識と経験を最大限に活用し、

受託者自らの責任と裁量により、本件施設の運転管理を効率的かつ効果的に行うこと。また、雨水

ポンプ場はリスク分担の観点から仕様発注を想定する。 

なお、具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.6 水質・汚泥試験業務 

(1) 目的 

水質・汚泥試験業務は、本業務の性能規定を達成するため、運転操作上必要な試験を、それぞれ

の設備又は機器等で定められた方法により実施し、その結果を適切な運転操作に役立たせるとと

もに、記録及び保存し、委託者へ報告することを目的とする。 

(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す試験を行うこと。 

ア 日常試験、通常試験、曝気槽試験、及び通日試験 

イ 雨天時放流水質（放流時には毎回測定） 

ウ 臨時水質試験 

エ 流入水、放流水中の重金属類及び揮発性有機化合物（VOC）の測定 

オ 放流水のダイオキシン類の測定 

カ 悪臭物質の測定 

キ 市設置型浄化槽の法定水質検査 

(3) 要求水準 

受託者は、性能規定を達成するため各施設の運転操作と水質・汚泥試験項目の相互関係を把握

し、適切な運転管理を行うこと。なお、具体な要求水準は今後設定する方針である。 
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3.2.7 保守・点検業務 

(1) 目的 

保守・点検業務は、各施設及び各種機器等の性能及び機能を確保するために必要な点検、整備、

測定及び調査を行い、各施設及び機器の予防保全に努めることを目的とする。 

(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 処理場を対象とした日常点検 

イ ポンプ場・マンホールポンプを対象とした巡回点検 

ウ マンホール蓋の巡視点検 

エ 各施設の定期点検・法定点検 

オ ストックマネジメント実施に基づく点検・調査 

カ 上記以外の臨時的な点検 

キ 保守点検の報告 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.8 清掃業務（管渠） 

(1) 目的 

管渠を対象とした清掃業務は、本業務の対象施設に対し、それぞれ次の各号に示すとおり清掃

を実施し汚水処理機能等の維持を図ることを目的とする。 

(2) 業務の内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 高圧洗浄車を用いたマンホール及び管路の清掃 

イ オリフィス・伏越し箇所の浚渫 

ウ デザインマンホール蓋の点検・清掃 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.9 清掃業務（処理場・ポンプ場、市設置型浄化槽） 

(1) 目的 

処理場・ポンプ場を対象とした清掃業務は、対象施設への日常的な清掃及び整理整頓により業

務環境を清潔に保持するとともに、外構施設等を良好に保つことを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 施設内の植栽の剪定及び管理 

イ 建物等諸室の清掃 

ウ 落ち葉掃き、草取り等の場内清掃 

エ 駐車場の管理 
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オ 害虫駆除（ハチ、蛾等） 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.10 安全管理業務 

(1) 目的 

安全管理業務は、安全に十分配慮し、危険防止対策を十分に行うとともに、従事者への安全教

育を徹底し、労務災害の発生がないように努めることを目的とする。 

(2) 業務の内容 

受託者は、本件施設における労働災害の防止と衛生の確保、及び従事者の健康管理を適切に進

め、次の管理を実施すること。 

ア 労働災害防止のための危害防止基準の確立 

イ 安全訓練・安全教育の実施 

ウ 安全に配慮した作業環境の構築 

エ 安全管理業務の報告 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.11 修繕業務 

(1) 目的 

修繕業務は、本業務の対象施設に対して、汚水処理に関する機能が正常に発揮・維持できるよう、

必要に応じ適切に土木・建築施設、機械設備及び電気設備（建築設備を含む）等に係る補修・修繕

工事を行うことを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 修繕計画の作成 

イ 計画修繕 

ウ 突発修繕 

エ 修繕業務の報告 

(3) 要求水準 

修繕費の支払に関する考え方は、次の各号に示すとおりとする。具体な要求水準は今後設定す

る方針である。 

ア 修繕業務（突発修繕を含む。）に係る金額の上限は年度ごとに市と協議の上設定する。ま

た、修繕部品等の購入や修繕費等の支払いに係る事務についても本業務に含む。 

イ １件当たり（原則として発生箇所単位とする。）の修繕費用の上限は年度ごとに市と協議の

上設定する。この金額以内の修繕は事業者の判断により実施し、その結果を委託者に報告

すること。また、この額を超える修繕については、修繕箇所及び見積金額を添付し、委託者

へ報告すること。 
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ウ １件当たりの上限金額及び各年度の上限金額を超えた場合の修繕は、委託者と受託者で協

議を行い、実施可否を決定する。この協議により修繕対応が必要となった場合は、委託者の

指示のもと受託者が行い、それに要した費用・経費は追加精算する。 

 

3.2.12 苦情要望対応業務（住民対応） 

(1) 目的 

苦情要望対応業務は、住民からの下水道に関する通報・要望等に適切に応対・対処し、その解決

を図ることを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 通報窓口の対応 

イ 現場立会、原因調査等の現場対応 

ウ 苦情要望対応業務の報告 

(3) 要求水準 

本業務の実施に際しては、関連する住民等に業務内容及び実施した緊急対応の内容等を説明し、

理解と協力を得るとともに、住民との係争等が生じないように努めること。 

また、住民等から通報があった場合は、誠意をもって対応しその結果を速やかに市へ報告するこ

と。なお、具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.13 緊急対応業務 

(1) 目的 

緊急業務は、対象施設の汚水処理について、緊急的な機能停止等が発生した場合や、苦情要望

対応業務において緊急対応が必要と判明した場合に、可及的速やかに下水道施設としての機能を

復旧・確保することを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 緊急対応・修繕の実施 

イ 気象に関する警報発令時の待機・対応 

ウ 市及び交通管理者等への報告 

(3) 要求水準 

緊急対応及び緊急修繕で発生する費用に関しては、修繕業務で定めた上限金額に含めるものと

する。なお、具体な要求水準は今後設定する方針である。 
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3.2.14 調査業務（更新計画策定用調査） 

(1) 目的 

調査業務は、更新計画案作成業務で使用するための、施設・設備等に関する現状の調査を実施

し、当該計画策定の資料とすることを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 更新計画の対象となる施設・設備等の状態点検 

(3) 要求水準 

本業務は、保守・点検業務で実施した調査結果での代用も想定される。調査結果を代替利用す

る場合は、整理内容や項目が更新計画案作成に充足していることを確認したうえで、市と協議を実

施すること。なお、具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.15 更新計画案作成業務 

(1) 目的 

更新計画案作成業務は、対象施設に対して維持管理情報を反映した更新計画案を作成し、効率

的な更新工事を行えるよう補助することを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア ストックマネジメント実施計画策定 

イ 改築・更新に係る事業実施スケジュールの作成 

ウ 更新計画に係る公表資料の作成 

エ 発注図書作成（更新支援型のみ） 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.2.16 詳細設計業務（更新実施型のみ） 

(1) 目的 

先に設定した更新計画案作成をもとに、改築工事の実施にあたり必要となる調査、設計、積算を

行うことを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 資料収集・現地調査等の必要資料の整理 

イ 改築・更新対象の設計図書の作成 

ウ 市が関係機関へ申請・協議を行う場合の資料等の作成 

エ 積算 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 
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3.2.17 改築・更新工事業務（更新実施型のみ） 

(1) 目的 

先に実施した更新計画案作成及び詳細設計をもとに、改築・更新工事を実施することを目的と

する。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。 

ア 改築・更新工事の実施 

イ 施工監理 

ウ 品質管理 

エ 会計検査に関する資料作成、対応補助 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 
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3.3 統括管理に関する業務 

3.3.1 統括管理・マネジメント業務 

(1) 目的 

統括マネジメント業務は、受託者が受託した個別業務の全てを統括することにより、適切なコス

ト管理及び適切な品質管理を行った上で、委託者の公共下水道事業が目指す人と自然が調和した

快適で住みよいまちづくりを行うために必要とされるサービスを提供し、受託者の適切な業務環

境を創出することに加え、委託者のパートナーとして、委託者が行う業務についても助言・協力を

行い、公共下水道事業の経営に貢献することを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す業務を行うこと。なお、統括責任者は、本委託

の実施責任者とする。 

ア 基本業務計画書の確認 

イ 年度業務計画書及び年度業務報告書の確認 

ウ 個別業務の履行状況の管理等の実施 

エ 委託者との調整 

オ 処理場・ポンプ場の運転操作などに関する各種マニュアルの作成 

(3) 要求水準 

当該業務は、受託者が本件契約書及び本書に基づいて実施する業務範囲における全ての組織

の方針、手法及びプロセス等を継続的に管理・改善等を統括して行う業務であり、別途設定した要

求水準に基づき行うものとする。なお、具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.3.2 データ管理業務 

(1) 目的 

施設情報管理業務は、各種業務で発生した情報を、利活用できるように電子データにて適切に

保管することを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す情報を管理すること。なお、台帳システムに関

する情報は、先述の台帳データ管理業務と連携した管理・活用を図ること。 

ア 本事業の対象となる施設・設備等に関する各種マニュアル及び図面 

イ 台帳システム 

ウ 水質情報 

エ 住民の通報・苦情に関する 

オ その他運転に必要な全ての情報 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 
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3.3.3 セルフモニタリング業務 

(1) 目的 

セルフモニタリング業務は、受託者が実施する各種業務が、契約書や要求水準と内容が適合して

いるか又は齟齬が生じていないかをセルフモニタリングにより確認し、改善措置を含めて委託者に

報告・助言を行うことを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す事項を実施すること。 

ア セルフモニタリング計画書の作成 

イ セルフモニタリングの実施 

ウ セルフモニタリング報告書の作成 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 

 

3.3.4 計画等策定業務 

(1) 目的 

計画等策定業務は、各種業務で発生した情報を活用することで、公共下水道事業に関する効率

的な計画策定を行うことを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す事項を実施すること。 

ア ストックマネジメント計画の作成 

イ 公共下水道事業の全体計画・事業計画の作成 

ウ 集落排水に関する維持管理適正化計画の作成 

エ 市設置型浄化槽に関する事業計画の作成 

オ 上下水道一体化耐震化計画の作成 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。 
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3.3.5 災害対応業務 

(1) 目的 

災害対応業務は、災害対応マニュアルの作成や災害時協定の締結等を実施することで、非常時

においても、対象施設の汚水処理機能を確保可能な体制を構築することを目的とする。 

(2) 業務内容 

受託者は、適切な手順に従って、次の各号に示す事項を実施すること。 

ア 災害対応を定めたマニュアルの作成と体制の構築 

イ 緊急時・災害時の広報業務支援 

ウ 水害が危惧される場合の事前対応 

エ 被災状況の把握 

(3) 要求水準 

具体な要求水準は今後設定する方針である。  
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4 参考資料 

4.1 事業の概況 

本市の公共下水道事業は、昭和 27 年度に事業着手し、昭和 43 年に一ヶ岡処理区で供用開始

したのち各処理区で順次供用を開始している。令和 5 年度末時点で全体計画面積 2,722.5ha、

事業認可面積 2,208.5ha、処理区域面積 2093.16ha、人口普及率は 77.1%となっている。また、

処理場 4 箇所、ポンプ場 13 箇所、マンホールポンプ場 166 箇所、雨水貯留施設 1 箇所を対象

に、保全・運転管理に関する包括委託を導入し、公共下水道事業の効率化に努めている。 

農業集落排水事業は、昭和 59 年から供用開始しており、現在は 7 地区で稼働している。計画

区域 305ha のうち全域の整備が完了している。 

漁業集落排水事業は、平成 2 年から供用開始しており、現在は 2 地区で稼働している。計画

区域 49ha のうち全域の整備が完了している。 

市設置型浄化槽事業は、平成 18 年度から 21 年度にかけて、汚水処理施設整備事業の一環と

して交付金による市設置型浄化槽事業が実施され、現在、市内に全 84 基（84 戸）が運用され

ている。 

汚水処理人口は 91,934 人、汚水処理人口普及率は約 81.2%であり、市内の 95.2%が公共

下水道、3.4%が農業集落排水、1.2%が漁業集落排水、0.2%が市設置型浄化槽によって処理さ

れている（令和 5 年度末）。 

本市の汚水処理施設としては、公共下水道は妙田処理場、一ヶ岡処理場、阿蘇処理場、直海処理

場が稼働している。農業集落排水施設は 7 箇所（大野、大峡※、熊野江、川水流、古江、市振、北浦

中央）が稼働している。また、漁業集落排水施設は 2 箇所（宮野浦、島野浦）が稼働している。 

 

※大峡処理区については、今後公共下水道に接続予定となっている。 
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図 4-1 汚水処理区域図 
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表 4-1 延岡市公共下水道事業計画の概要 
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4.2 検討対象施設 

4.2.1 公共下水道 

ア 終末処理場 

本市には、公共下水道終末処理場として昭和 47 年に供用開始した妙田下水処理場、昭和 43

年に供用開始した一ヶ岡処理場、平成 5 年に供用開始した阿蘇処理場、平成 7 年に供用開始し

た直海処理場の 4 施設が稼働している。 

 

表 4-2 妙田下水処理場の施設概要 

名称 妙田下水処理場 

位置 延岡市東砂浜町 1375 

計画処理能力（全体） 51,200 m3/日 

現有処理能力 51,200 m3/日 

日平均流入水量 33,491 m3/日 

流入方式 分流式（一部合流式） 

処理方式 標準活性汚泥法 

汚泥処理方式 濃縮方式 ろ液浸漬型濃縮装置（初沈） 

ベルト式濃縮機（余剰） 

消化タンク 廃止 

脱水方式 機械脱水 

脱硫施設 - 

供用開始 昭和 47 年 

 

図 4-2 妙田下水処理場の処理フロー  
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表 4-3 妙田下水処理場の主要施設一覧 

終末処理場等の敷地内の主要な施設 

終末処理場

等の名称 
主要な施設の名称 個数 構造 能力 摘要 

妙田処理場 

分流・合流兼用主ポンプ 5 台 汚水ポンプ 約 74m3/分 5/5(うち 1台予備） 

最 初 沈 殿 池 4 池 鉄筋コンクリート造り 
水面積負荷 

約 45m3/m2・日 
4/4 

エアレーションタンク 4 池 鉄筋コンクリート造り HRT 8.0hr 4/4 

最 終 沈 殿 池 4 池 鉄筋コンクリート造り 
水面積負荷 

約 30m3/m2・日 
4/4 

塩 素 混 和 地 1 池 鉄筋コンクリート造り 
接触時間 

約 15 分 
1/1 

汚 泥 混 合 槽 1 槽 鉄板製 約 70m3 1/1 

汚 泥 濃 縮 タ ン ク 

混 合 汚 泥 用 

濃 縮 機 

1 槽 

1 台 

鉄筋コンクリート造り 

機械濃縮 

固形物負荷 

60kg/m2・日 

処理能力 

15m3/時 

1/1 

汚 泥 濃 縮 機 2 台 機械濃縮 
処理能力 

70m3/時 
2/2 

汚 泥 消 化 タ ン ク 1 槽 鉄筋コンクリート造り 
消化日数 

約 20 日 
1/0 

ガ ス タ ン ク 1 基 鋼鉄製 容量約 1,400m3 1/0※ 

消 化 ガ ス 発 電 6 台 
マイクロガスエンジン

コージェネレーション 
25kw/台 6/0※ 

汚 泥 貯 留 槽 1 槽 鉄筋コンクリート造り 
所要容量約733m3 

所要容量約615m3 
1/1※ 

汚 泥 脱 水 機 2 台 機械脱水機 
30m3/hr/台 

20m3/hr/台 
2/2 

機械棟及び管理棟 1 棟 鉄筋コンクリート造り  ブロワー室等 

脱 水 機 棟 1 棟 鉄筋コンクリート造り  
脱水機室、電気

室、管理室等 

沈砂池・ポンプ棟 1 棟 鉄筋コンクリート造り  ポンプ室等 

電 気 棟 1 棟 鉄筋コンクリート造り  

事務室、管理

室、実験室、電

気室、自家発

電室 

機 械 濃 縮 棟 1 棟 鉄筋コンクリート造り  電気室等 

汚 泥 乾 燥 機 2 台 蒸気式 処理量 54t/日 2/2 

送 風 設 備 3 台 多段ターボブロワー 風量 210m3/分 3/3（うち予備 1 台） 

ステップ投入ゲート 16門 
角形可動堰（手動）3 方

水密 
500W×400H 合流改善用 

全 量 投 入 ゲ ー ト 8 門 
角形可動堰（手動）4 方

水密 
500W×500H 合流改善用 

※事業計画期間中、残存する機数（基数、台数）/全体計画上、全廃止機（基数、台数） 
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表 4-4 一ヶ岡処理場の施設概要 

名称 一ヶ岡処理場 

位置 延岡市北一ヶ岡 1 丁目 1-21 

計画処理能力（全体） 13,100 m3/日 

現有処理能力 13,100 m3/日 

日平均流入水量 8,330 m3/日 

流入方式 分流式 

処理方式 標準活性汚泥法 

汚泥処理方式 濃縮方式 混合汚泥を妙田処理場で処理 

供用開始 昭和 43 年 

 

 

図 4-3 一ヶ岡処理場の処理フロー 
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表 4-5 一ヶ岡処理場の主要施設一覧 

終末処理場等の敷地内の主要な施設 

終末処理場等
の名称 

主要な施設の
名称 

個数 構造 能力 摘要 

一ヶ岡処理場 

沈 砂 池 2 池 
鉄筋コンクリート
造り 

水面積負荷 
1,800 m3/m2・日 

2/2 

主 ポ ン プ 3 台 汚水ポンプ 約 15m3/分 3/3（うち予備 1 台） 

最 初 沈 殿 池 2 池 
鉄筋コンクリート
造り 

水面積負荷 
約 45m3/m2・日 

2/2 

エアレーショ
ン タ ン ク 

6 池 
鉄筋コンクリート
造り 

HRT 8.0hr 6/6 

最 終 沈 殿 池 3 池 
鉄筋コンクリート
造り 

水面積負荷 
約 30m3/m2・日 

3/3 

塩 素 混 和 地 1 池 
鉄筋コンクリート
造り 

接触時間 
約 15 分 

1/1 

管 理 棟 1 棟 
鉄筋コンクリート
造り 

 事務室、電気室、管理室  

汚 泥 濃 縮 棟 1 棟 
鉄筋コンクリート
造り 

 電気室 
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表 4-6 阿蘇処理場の施設概要 

名称 阿蘇処理場 

位置 延岡市北浦町古江 2949-6 

計画処理能力（全体） 280 m3/日 

現有処理能力 280 m3/日 

日平均流入水量 75 m3/日 

流入方式 分流式 

処理方式 回分式活性汚泥法 

汚泥処理方式 濃縮方式 遠心ろ過濃縮機 

脱水方式 - 

供用開始 平成 5 年 

 

 

図 4-4 阿蘇処理場の処理フロー 
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表 4-7 阿蘇処理場の主要施設一覧 

終末処理場等の敷地内の主要な施設 

終末処理場
等の名称 

主要な施設の名称 個数 構造 能力 摘要 

阿蘇処理場 

沈 砂 池 1 池 鉄筋コンクリート造り 滞留時間 8.8 分 1/1 

主 ポ ン プ 2 台 汚水ポンプ 約 0.5m3/分 
2/2 

（うち予備 1 台）

水 処 理 施 設 2 池 鉄筋コンクリート造り 滞留時間 33.0 時間 2/2 

塩 素 混 和 地 1 池 鉄筋コンクリート造り 接触時間 15 分 1/1 

用 水 設 備 1 基 急速ろ過機 ろ過面積 3.14m2 1/1 

汚 泥 処 理 設 備 1 台 遠心ろ過濃縮機 1.0m3/時 1/1 

脱 臭 設 備 1 槽 土壌脱臭床 脱臭床面積 40m2 1/1 
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表 4-8 直海処理場の施設概要 

名称 直海処理場 

位置 延岡市北浦町市振 3790 

計画処理能力（全体） 126 m3/日 

現有処理能力 126 m3/日 

日平均流入水量 48 m3/日 

流入方式 分流式 

処理方式 回分式活性汚泥法 

汚泥処理方式 濃縮方式 遠心ろ過濃縮機 

脱水方式 - 

供用開始 平成 7 年 

 

 

図 4-5 直海処理場の処理フロー 
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表 4-9 直海処理場の主要施設一覧 

終末処理場等の敷地内の主要な施設 

終末処理場
等の名称 

主要な施設の名称 個数 構造 能力 摘要 

直海処理場 

沈 砂 池 1 池 鉄筋コンクリート造り 滞留時間 17.7 分 1/1 

主 ポ ン プ 2 台 汚水ポンプ 約 0.3m3/分 
2/2 

（うち予備 1 台）

水 処 理 施 設 2 池 鉄筋コンクリート造り 滞留時間 27.1 時間 2/2 

塩 素 混 和 地 1 池 鉄筋コンクリート造り 接触時間 15 分 1/1 

用 水 設 備 1 基 急速ろ過機 ろ過面積 1.76m3 1/1 

汚 泥 処 理 設 備 1 台 遠心ろ過濃縮機 1.0m3/時 1/1 

脱 臭 設 備 1 槽 土壌脱臭床 脱臭床面積 35m2 1/1 
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図 4-6 妙田下水処理場の一般平面図 
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図 4-7 一ヶ岡処理場の一般平面図 
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図 4-8 阿蘇処理場の一般平面図 
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図 4-9 直海処理場の一般平面図 
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イ ポンプ場・マンホールポンプ場・貯留槽 

本市には、昭和 35 年から平成 25 年にかけて、13 箇所のポンプ場が整備・供用されている。

また、本市には合計 166 箇所のマンホールポンプが稼働している。加えて、本市には雨汚水貯

留や集落排水汚水の受入を目的とした貯留槽が 5 基設置されている。 

各施設の概要は以下のとおりである。 

 

表 4-10 各ポンプ場及び貯留槽の概要  
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図 4-10 紺屋町ポンプ場の計画一般平面図 

 

 

図 4-11 須崎町ポンプ場の計画一般平面図 
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図 4-12 中島町ポンプ場の計画一般平面図 

 

 

図 4-13 西階汚水中継ポンプ場の計画一般平面図 
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図 4-14 別府汚水中継ポンプ場の計画一般平面図 
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図 4-15 川原崎汚水中継ポンプ場の計画一般平面図 
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図 4-16 大武汚水中継ポンプ場の計画一般平面図 

 

 

図 4-17 土々呂第 1 汚水中継ポンプ場の計画一般平面図 
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図 4-18 土々呂雨水ポンプ場の計画一般平面図 
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図 4-19 伊形雨水ポンプ場の計画一般平面図 

 

図 4-20 古川雨水ポンプ場の計画一般平面図 
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図 4-21 富美山第１雨水ポンプ場の計画一般平面図 

 

 

図 4-22 富美山第 2 雨水ポンプ場の計画一般平面図 
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ウ 管路施設 

本市の管路施設は、公共下水道の管渠が 615.5km、農業・漁業集落排水事業の管渠が 77.9km

の管が存在している。また、本市では年度不明管が多く、市提供資料より供用開始年度を 5 ヵ

年ごと設定しているが、公共下水道では 46.8km、農業・漁業集落排水事業では 0.8km 供用年度

不明管が存在している。 

 

 

図 4-23 事業種別の管渠敷設延長 

 

 

図 4-24 管路種別の管渠敷設延長（公共下水道のみ抜粋）  
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表 4-11 事業種別の管渠敷設延長 

 

 

表 4-12 排除区分別の管渠敷設延長（公共下水道のみ抜粋） 

  

単位:m
経過年数 公共下⽔道 農業集落排⽔ 漁業集落排⽔ 累計布設延⻑
供⽤1-4年 8,855 76 0 8,931
供⽤5-9年 3,528 0 0 12,459
供⽤10-14年 16,641 782 0 29,882
供⽤15-19年 42,731 0 0 72,613
供⽤20-24年 87,266 9,774 108 169,761
供⽤25-29年 185,208 30,896 8,051 393,917
供⽤30-34年 47,944 4,447 0 446,308
供⽤35-39年 39,917 11,504 4,235 501,965
供⽤40-44年 25,789 7,260 0 535,013
供⽤45-49年 22,127 0 0 557,140
供⽤50年以上 88,674 0 0 645,814

不明 46,781 766 0 693,361
合計 615,461 65,505 12,395 693,361

単位:m
経過年数 汚⽔管 ⾬⽔管 合流管 合計 累計布設延⻑
供⽤1-4年 7,230 1,625 0 8,855 8,855
供⽤5-9年 3,026 502 0 3,528 12,383
供⽤10-14年 15,258 1,337 47 16,641 29,024
供⽤15-19年 39,917 2,814 0 42,731 71,755
供⽤20-24年 81,295 5,911 60 87,266 159,021
供⽤25-29年 165,850 19,260 99 185,208 344,229
供⽤30-34年 42,082 5,710 153 47,944 392,174
供⽤35-39年 34,102 5,277 538 39,917 432,091
供⽤40-44年 21,514 3,079 1,195 25,789 457,880
供⽤45-49年 15,173 3,555 3,399 22,127 480,006
供⽤50年以上 26,518 7,944 54,211 88,674 568,680

不明 40,360 5,486 935 46,781 615,461
合計 492,324 62,499 60,638 615,461 615,461
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4.2.2 集落排水施設 

本市には、農業集落排水 7 処理区（大野処理区、大峡処理区、熊野江処理区、川水流処理区、

古江処理区、北浦中央処理区、市振処理区）と漁業集落排水 2 処理区（島野浦処理区、宮野浦

処理区）が供用されており、全地区において整備が完了している。 

当該施設の維持管理業務は、外部委託している。合特法により、維持管理業務は主に地元業

者を活用して実施している。 

また、集落排水の管渠延長は先述の表 4-11 のとおり、約 77.9km となっている。 

なお、農業集落排水の大峡処理区は公共下水道と接続予定であり、古江処理区及び市振処理

区は北浦中央処理区と統合予定である。 

各農業集落排水施設の位置図と概要を以下に示す。 

 

 

 

表 4-13 集落排水の管渠敷設延長  
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図 4-25 集落排水施設の位置図 

 

表 4-14 大野処理区の施設概要 

名称 大野処理区 

位置 延岡市大野町 1502 

現有処理能力（日平均） 189 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 115.7 m3/日 

処理方式 
流量調整、嫌気性ろ床及び接触ばっ気を組み合

わせた方式（BOD 型）（JARUS-Ⅲ型） 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 50 mg/L 

放流先 農業用用排水路を経由して祝子川 

供用開始 平成 8 年 12 月 
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表 4-15 大峡処理区の施設概要 

名称 大峡処理区 

位置 延岡市大峡町 7953 

現有処理能力（日平均） 381 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 181 m3/日 

処理方式 回転盤接触法 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 50 mg/L 

放流先 農業用用排水路を経由して北川 

供用開始 平成 14 年 

 

表 4-16 熊野江処理区 

名称 熊野江処理区 

位置 - 

現有処理能力（日平均） 203 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 54 m3/日 

処理方式 回転盤接触法 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 50 mg/L 

放流先 熊野江川 

供用開始 平成 17 年 

 

表 4-17 川水流処理区 

名称 川水流処理区 

位置 延岡市北方町川水流卯 737-1 

現有処理能力（日平均） 346 m3/日 

現有処理能力（時間最大） 41.6 m3/日 

日平均流入水量 184 m3/日 

処理方式 JARUS－Ⅲ型 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 50 mg/L 

放流先 五ヶ瀬川 

供用開始 平成 8 年 
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表 4-18 古江処理区 

名称 古江処理区 

位置 延岡市北浦町古江 2348 

現有処理能力（日平均） 384 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 241.3 m3/日 

処理方式 土壌被覆型接触曝気方式 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 50 mg/L 

放流先 農業用用排水路を経由して古江川 

供用開始 昭和 59 年 8 月 

 

表 4-19 北浦中央処理区 

名称 北浦中央処理区 

位置 北浦町古江 1753-1 

現有処理能力（日平均） 405 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 246.2 m3/日 

処理方式 JARUS－Ⅺ型 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 50 mg/L 

放流先 農業用用排水路を経由して古江川 

供用開始 平成 7 年 4 月 

 

表 4-20 市振処理区 

名称 市振処理区 

位置 北浦町市振 1263-1 

現有処理能力（日平均） 324.5 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 262.5 m3/日 

処理方式 回分式活性汚泥法 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 30 mg/L 

放流先 農業用用排水路を経由して市振川 

供用開始 平成 7 年 4 月 
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表 4-21 島野浦処理区 

名称 島野浦処理区 

位置 延岡市島浦町 463-20 

現有処理能力（日平均） 515 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 191 m3/日 

処理方式 回転板接触法 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 50 mg/L 

放流先 - 

供用開始 平成 11 年 

 

 

表 4-22 宮野浦処理区  

名称 宮野浦処理区 

位置 延岡市北浦町宮野浦 2202-4 

現有処理能力（日平均） 286 m3/日 

現有処理能力（時間最大） - 

日平均流入水量 128 m3/日 

処理方式 回分式活性汚泥法 

計画放流水質 
BOD 20 mg/L 

SS 20 mg/L 

放流先 北浦湾 

供用開始 平成 2 年 
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4.3 延岡市決算書（一部抜粋） 

4.3.1 公共下水道事業、農業・漁業集落排水事業 

 

表 4-23 令和 5 年度収益的支出（単位：円） 
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